
（様式第１号）

○申請に対する処分の審査基準・標準処理期間

保健福祉部 保険年金課 給付係

限度額適用の認定及び認定証の交付（７０歳未満）

国民健康保険法施行令

第２９条の４第１項第１号又は第２号

（電話 ６２１－５１５９）

≪限度額適用認定の申請・認定証の交付≫
○ 国民健康保険法施行規則 第２７条の１４の２
１ 令第２９条の４第１項第１号又は第２号の規定による保険者の認定
を受けようとする被保険者の属する世帯の世帯主は、次に掲げる事項
を記載した申請書に、第２号及び第３号に掲げる事項を証する書類（
第２号に掲げる事項のうち令第２９条の３第１項第２号に掲げる場合
に該当するときは、第３号に掲げる事項を証する書類）を添付し、保
険者に提出しなければならない。ただし、保険者は、当該事実を公簿
等又はその写しによって確認することができるときは、当該書類を省
略させることができる。
 (1)  世帯主又はその世帯に属する被保険者の氏名及び生年月日
 (2)  令第２９条の３第１項第１号、第２号、第３号、第４号若しくは

第５号又は第３項第１号、第２号、第３号、第４号若しくは第５号
に掲げる場合のいずれかに該当している旨

 (3)  世帯主が保険料を滞納していない旨（次項ただし書に掲げる場合
を除く。）

 (4)  被保険者証の記号番号
２ 保険者は、前項の認定の申請があった場合において、同項各号に掲
げる事項を確認できたときは、認定を行うものとする。ただし、同項
第３号に掲げる事項が確認できない場合であっても、第５条の８第１
項に定める特別の事情があると認められる場合又は保険者が適当と認
める場合は、認定を行うものとする。この場合における特別の事情に
関する届出に係る届書については、第５条の８第３項の規定を準用す
る。

設定等年月日 平成２４年 ８月 １日設定（平成２７年１月１日最終変更）

標準処理期間 総日数 即日

（設定しない
ものについて
はその理由）

設定等年月日 平成２４年 ８月 １日設定（平成 年 月 日最終変更）
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《限度額適用・標準負担額減額認定証の交付》 所得区分「オ」該当者
３ 第１項の申請に基づき、認定を行ったときは、保険者は様式第１号の
８による限度額適用認定証を認定を受けた被保険者の属する世帯の世帯
主に有効期限を定めて交付しなければならない。ただし、当該被保険者
が減額認定証の交付を受けており、保険者が当該認定証に限度額適用認
定証を兼ねる旨を明記した場合は、この限りでない。

≪適用区分の認定≫ 国民健康保険法施行令 第２９条の３
【適用区分：ウ】
 (1) 次号から第５号までに掲げる場合以外の場合       
【適用区分：ア】
 (2) その被保険者の属する世帯に属する全ての被保険者について療養

のあった月の属する年の前年（当該療養のあった月が１月から７月
までの場合にあっては、前々年）の基準所得額（※１）を合算した
額が９０１万円を超える場合

【適用区分：イ】
 (3) その被保険者の属する世帯に属する全ての被保険者について療養

のあった月の属する年の前年（当該療養のあった月が１月から７月
までの場合にあっては、前々年）の基準所得額（※１）を合算した
額が６００万円を超え９０１万円以下の場合

【適用区分：エ】
 (4)  その被保険者の属する世帯に属する全ての被保険者について療養

のあった月の属する年の前年（当該療養のあった月が１月から７月
までの場合にあっては、前々年）の基準所得額（※１）を合算した
額が２１０万円以下の場合

【適用区分：オ】
 (5)  イ（※２）に定める者の全てについて療養のあった月の属する年

度（当該療養のあった月が４月から７月までの場合は前年度）分の
地方税法の規定による市町村民税が課されない場合又は市町村の条
例で定めるところにより市町村民税が免除される場合。（これらの
者のいずれかが当該市町村民税の賦課期日において同法の施行地に
住所を有しない者である場合を除く。第４項第３号において「市町
村民税世帯非課税の場合」という。）

（※１）基準所得 国民健康保険法施行令第２９条の３第２項
２ 前項第２号から第４号までの基準所得は、第２９条の７第２項第４
号に規定する基礎控除後の総所得金額等の例（その算定の際第２９条
の７の２第２項に規定する特例対象被保険者等又は同項に規定する特
例対象被保険者等でなくなった日以降の最初の７月３１日までの間に
ある被保険者の総所得金額に所得税法第２７条第１項に規定する給与
所得が含まれている場合においては、当該給与所得については、同条
第２項の規定によって計算した金額の１００分の３０に相当する金額
によるものとする。第２９条の４の３第２項におて同じ。）により算
定するものとする。
（※２）
イ 被保険者が市町村の行う国民健康保険の被保険者である場合 当
該被保険者の属する世帯の世帯主及びその世帯に属する当該市町村
の行う国民健康保険の被保険者である者

【自己負担限度額】国民健康保険法施行令第２９条の４第１項第１号
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区分 基準所得(※1) 多数回該当
ア 901万円超 140,100円

イ 600万円超
901万円以下 93,000円

ウ 210万円超
600万円以下

エ 210万円以下

オ 市民税
世帯非課税 24,600円

252,600円＋(医療費総額－842,000円)×1%

167,400円＋(医療費総額－558,000円)×1%

80,100円＋(医療費総額－267,000円)×1%

57,600円

35,400円

44,400円

３回目まで


